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地球環境戦略研究機関（IGES）
気候変動領域
田村堅太郎

COPの最新動向と



本日の内容

1 COPの最新動向：パリ協定の野心引き上げプロセスを中心に

2 1.5℃ロードマップ

3 ビジネス向け1.5℃ロードマップ「5つの変化と20の好機」
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パリ協定

COP21でパリ協定採択の瞬間（2015年12月）田村撮影

パリ協定が目指すもの（三つの目的）
 地球温暖化レベルを産業革命前に比べ「2℃よりも十分低く」

抑え、さらには「1.5℃未満に抑えるための努力を追求する」
（＝脱炭素（ネットゼロ）の実現が不可欠）

 気候変動の悪影響に対する適応能力及び耐性の強化
 脱炭素で気候耐性のある発展を支える資金フローの確立

全員参加型（現在、195の締約国）
 すべての国が、それぞれの国情・能力に応じて貢献
 先進国の率先的行動を求めつつ、先進国・途上国の二分法は希薄化
包括的枠組み
 緩和（排出量削減・吸収源拡大）、適応、損失と損害、資金、技術、能力構築、透明性を網羅

脱炭素社会、気候変動への適応・耐性のある社会の実現（＝社会経済の変革）
に向けて、国際社会全体が参加する包括的な国際条約

COP：国連気候変動枠組条約の締約国会合
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1.5℃上昇と2℃上昇がもたらす悪影響の違いは？

明確な違い（IPCC* 1.5℃特別報告書、2018年）

IPCC 1.5℃特別報告書で示された違い

出典：World Resources Institute  2018グラスゴー気候合意（2021年11月、COP26の成果文書）
を経て、パリ協定の軸足は1.5℃へ
 「1.5℃目標の追求へ決意」

＊IPCC：気候変動に関する政府間パネル
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パリ協定が直面した課題
各国の排出削減目標を持ち寄り式にすることで、全員参加を促す一方で、野心
的な国際目標を達成するには不十分というジレンマ

野心的な国際目標の設定
• 2℃目標/1.5℃目標

各国の国情・能力に応じた貢献
• 各国は削減目標を持ち寄る
→ 全員参加を可能にするが…

各国の削減目標を合算しても、1.5℃目標
の実現に必要な削減量にならない！

排出ギャップ
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パリ協定の野心引き上げメカニズム
各国は排出削減目標を5年毎に更新・提出し、その際、従前目標よりも野心的な
ものとすることが求められる。

各国は5年毎に、従前の目標よりも「前進
的（progressive）」な次期目標を提出

各国の目標設定の2年前に世

界全体での取り組みの進捗状
況を確認

各国は、パリ協定の長期気温
目標を念頭に、ネットゼロに
向けた国家長期戦略を策定
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次期NDCの提出

イメージ図

INDCの提出

NDCの提出・更新
長期戦略の提出
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パリ協定批准に伴い
INDCがNDCへ

※略語: INDC (Intended Nationally Determined Contribution) : 自国が決定する貢献草案（約束草案のこと）
NDC（Nationally Determined Contribution)：自国が決定する貢献（国別削減目標のこと）

•2020年は各国一斉に野心引き
上げを行う最初の機会

•トランプ1次政権、コロナ危
機によるCOP26延期により活
かされず

•2021年に各国引き上げ

出典：筆者作成

パリ協定の野心引き上げメカニズム
•今はココ！
•十分に引き上げられるか？

COP21 COP26 COP30



パリ協定の野心引き上げメカニズムは機能し始めたが
（排出ギャップは埋まり始めたが）…

8現行政策シナリオ：現行の政策が継続された場合
NDCシナリオ：提出済みのNDC（国別削減目標）が完全に実施され、継続された場合

• ただし、スピード感、規模感は不十分
• さらに、実際の政策に裏付けられる必要あり

• すべての国による野心引き上げ努力、削減
行動の強化・加速化が求められる
→ このタイミングで米国のパリ協定再脱退

NDC＋長期戦略シナリオ：提出済みのNDCおよび長期戦略が完全に実施された場合
NDC＋ネットゼロシナリオ：上記に加え、表明されているだけのネットゼロ宣言もすべて達成できた場合

出典：Climate Action Trackerのデータをもとに作成

？

COP30
（2025年）

現時点では20数
か国の提出のみ
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2023年、2024年と連続して観測史上最も暑い年を更新
年間平均気温では1.5℃を超えた
• 2023‐2024年の高温は長期的な昇温傾向と短期的な自然現象（エルニーニョ現象）の組み合わせ

• 人為的な影響を考えるには、20年～30年の時間軸で見る必要がある

• パリ協定の1.5℃目標はまだ超えていない。しかし、タイムリミットは迫っている（次頁）

1.5℃目標は本当に達成できるのか？

出典：世界気象機関
年

世界年間平均気温
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迫るタイムリミット：
過去30年間の昇温トレンドを延ばすと、温暖化レベルは2029年には1.5℃を超過する可能性も。

過去30年間の昇温トレンド

IPCC1.5℃特別報告書（2018年）で評価された
1.5℃の超過年の可能性の範囲（2030年～2052年）

観測値（月平均）

産業革命前からの
温度偏差

出典：コペルニクス気候変動サービスに加筆
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ではどうすれば良いのか？
結局は、早急かつ大幅な排出削減に向けた努力を継続、強化していくしかない。

オプション１：長期気温目標を引き上げる（例えば、「2℃より十分低く」へ戻す）
→問題の解決にはならない。「気候正義」の観点からも問題大。

• そもそも、1.5℃目標に軸足を移した理由はリスク管理の観点
• しわ寄せは、社会的弱者、将来世代へ（＝一人当たりの排出量も少ない人々、現在の意思決定

プロセスへの参加が不十分な人々）
オプション２：「オーバーシュート」（一時的に1.5℃を超過した後、大気中のCO2を植林や工学的
に回収・貯留することで、将来的に1.5℃以内に収まるようにする）
→超過時点での気候変動の悪影響は大きい
→技術的、政治的、経済的、環境影響の面で不確実性の高いネガティブエミッション技術への依存

を高めることになる
→超過気温が高くなればなるほど、1.5℃に戻すことは難しくなる
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過去の
地球温暖化

1850年以降の累積CO2排出量
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出典：IPCC AR6

将来の
排出シナリオ

• 排出が続く限り、温暖化は続く。

• 温暖化を止めるには累積排出量の
増加を止める必要。そのためには、
排出を正味（ネット）でゼロにす
る必要

• ネットゼロ達成時点での累積排出
量がピーク気温を規定する。累積
排出量をいかにして抑制するかが
重要（排出経路とネットゼロのタ
イミングが重要）

→早急かつ大幅な排出削減が不可欠

パリ協定を支える科学的知見：CO2の累積排出量と温暖化レベ
ルはほぼ比例関係（＝「出せば出すほど気温は上がる」）
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第四次産業革命

1.5℃ロードマップ作成の背景：科学（自然制約）、社会課題、技術進展に向き合った

豊かで持続可能な社会とはどのようなものか？企業にとって何を意味するのか？

気候変動等のプラ
ネタリーバウンダ
リーの超過

少子高齢化、労働者不足、労働
生産性低下、地方経済の疲弊…

克服・対応
するために

社会は変わる
必要

社会経済変化に伴うエネ
ルギー需給の定量化、お
よび電力系統システムの
シミュレーションにより内
部整合的に提示

企業（JCLP）との共創

納得感ある将来の
社会像を模索

1.5℃ロードマップが描く、豊かで持続可能な社会

【技術進展】

【科学（自然制約)】

【社会課題】

ビジネスの視点から翻訳すると、

「5つの変化」と「20の好機」



+

1.5℃ロードマップが描く、豊かで持続可能な社会

温室効果ガス排出を、速やか・大幅に減らす

気候リスクが少ない 便利・安全・安心な
くらし

エネルギー自給に
よる発展

新しい社会に適応した、持続的経済成長

日本が直面する様々な社会課題の解決

+
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企業との共創を通じて検討し、まとめた。

実践的・実務的な知見を得るとともに、

納得感ある将来社会像・政策変化・行動変容等を模索。
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日本気候リーダーズ・パートナーシップ
脱炭素社会実現に向け積極的に取り組む企業グループ



IGES1.5℃ロードマップの定量分析アプローチの全体像
シナリオ設定 エネルギーサービス需要 エネルギー需給 電力系統 指標

1.5℃整合性
の確認想定した内容を実現するために必要な政策変化・行動変容等のアクションを抽出

実社会の関係者からの意見を踏まえて修正・改善（第1回WS：2022年12月、第2回WS:2023年5月、第3回WS：2023年8月＋個別ヒアリング）

ロードマップとしてとりまとめ

全国を450地
域に分割

上位2系統送
電線をモデル化
1時間ごとの電
力需給を解析
使用ソフトウェ
ア：PROMOD

＋
発電・送配電に
係る設備費・維
持管理費の推

計

最終エネ消費 二次エネ エネ転換 一次エネ

CO2回収

産業：鉄鋼・化
学・窯業土石は
生産プロセスをモ
デル化、その他は
概ね中分類ごと
に動力・高温熱・
低温熱のエネ需
要を推計
運輸：旅客・運
輸に区分し、自
動車はストックの
変化からエネ需
要を推計
民生：建物スト
ック変化を考慮し
用途別エネ需要
を推計

電力、都市ガ
ス、液化石油
ガス、灯油、ガ
ソリン、軽油、
重油、ナフサ、
ジェット燃料、コ
ークス、バイオマ
ス、水素、アン
モニアを考慮

発電、水素製造
（水電解）、合
成燃料製造
（FT）、合成ナ
フサ製造
（MTO/MTP）
による転換ロスを
考慮

CCS及びDAC
を想定

太陽光、陸上
風力、洋上風
力、水力、地
熱、バイオマス、
原子燃料、石
炭、原油、液
化天然ガス、輸
入水素、輸入
アンモニア、輸
入合成燃料を
考慮

生産活動量
シナリオを反映させた産業連関表を作成
し業種ごとの生産額変化を分析

移動量
パーソントリップデータ、品目別輸送トン
キロデータ、移動モード変化等の想定か
ら旅客・貨物の移動量を推計

床面積・断熱性能
住宅は世帯数、業務は業種別生産額
及び生産性の想定から、建物ストックの
変化を推計し、新築断熱性能の想定を
用いて建物全体の断熱性能の改善率
を推計

①技術変容
②バランス
（IGES ロード
マップ）
③社会変容
④政府目標

の4つのシナリオ
を設定

GHG排出量
（非エネ起源GHGは簡

易推計）

エネ自給率

電力コスト・
水素コスト

電力供給
安定性
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エネルギー供給

1.5℃ロードマップは社会全体の変化を想定。

エネルギー供給側だけでなく、

需要側でのアクションも重要。

エネルギー需要

18



19

最終エネルギー消費量（部門別）

エネルギー需要：2050年に向けてエネルギー消費量は大きく減少

48%減



需要側：社会経済全体の変化

効率化・生産性の向上
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デジタル化を起点とする社会経済の変化とは

産業・オフィス モビリティ

CASE、シェアリング増加
• 車両数減少
• 自動運転のためのBEV化
流通の効率化

エネルギー利用

高精度な気象予測・電力需要予測
送電網での高度な電力潮流管理
分散型リソースの協調制御と
デマンドレスポンス

社会的に広く認知された「DXによる高付加価値化・生産性向上」の進展

デジタル化による生産性向上
• 生産プロセス自動化に伴い電化促進
テレワーク・オンライン会議の増加
• 通勤・出張での移動量減少
• オフィス床面積減少

くらしや仕事を豊かにしながら脱炭素が進む



出典: IEA

これまでは、トラフィック量や計算負荷が大幅に増加しても、
性能向上や効率改善でエネルギー消費量の増加は抑制されてきた

• 大幅増加を推計しているのは、電力消費量とデータ処理
量等との単純な相関関係に基づくもの。

• 技術革新により現状程度に収まる可能性も考慮しつつ、
100TWh(最大200TWh)程度の増加想定が現実的か。

• その場合、1.5℃ロードマップ全体の結論には影響しない

世界全体のデータセンターの電力消費量のこれまでの推移 日本国内のデータセンターの電力消費量に関わる推計値
出典: 栗山ほか(2024) 「デジタル化の進展による電力消費量の変化と 1.5℃目標実現
への示唆」IGESディスカッションペーパー

計算負荷

トラフィック量

エネルギー消費量

補論：データーセンターについては、省エネ技術の最大限導入や建設場所の政策
誘導により長・中期的には対応可能
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https://www.iea.org/data-and-statistics/charts/global-trends-in-internet-traffic-data-centres-workloads-and-data-centre-energy-use-2010-2020


補論：データセンター（DC）の効率化に資する技術

既存の最新技術
• クラウド型のDCは、従来のDCと比較して7～9割程度エネルギー効率が高い
• 計算に必要なエネルギーが少ないソフトウェアやアルゴリズムが日々改善されてる （例：
ディープ・ニューラル・ネットワークを応用したスパース・モデル、パラメータ数を節約した大規模
言語モデル（LLM））

部分的に実用化されている革新的技術
• 人間の脳を模倣した超並列処理を行うニューロモーフィックデバイス（by Intel）
• 計算量を激減しうる1-bit LLM (by Microsoft)
• 光トランジスタ（IWON）による情報処理（by NTTデータ）
• 複雑な組み合わせ問題を処理する量子アニーリング（by NECなど）

以下の技術動向をみると、DCの電力消費量が大幅に増加しないとことも想定しうる
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日本のデータセンターの半分は、老朽化（築20年以上）



エネルギー供給：再生可能エネルギーの速やか・大幅な拡大
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再エネ導入量の根拠資料

2020実績 2030 2035 2040 2050 参照
陸上風力 4GW 26GW 31GW 35GW 40GW 風力発電協会ビジョン
洋上風力(領海内) 0GW 8GW 24GW 45GW 45GW 官民協議会ビジョン
浮体式洋上風力
(排他的経済水域)

0GW 0GW 20GW 90GW 360GW 海洋技術フォーラム提言
（意欲的目標, 詳細次頁）

風力発電

太陽光発電

2050年の地熱発電は適地の制約、バイオマス発電は燃料調達の制約から、2030年のエネルギー需給見通し想定と同値。
2050年の水力発電は、ダム運用の改善などで、発電電力量が2030年のエネルギー需給見通しより37%増。

2030 2035 2040 2050 参照
太陽光発電 150GW 230GW 270GW 420GW 太陽光発電協会（最大化ケース、DC）
次世代型太陽光発電 ※ ０GW 15GW 80GW 140GW IGES独自想定
※2035年以降段階的にシリコンとペロブスカイトを組み合わせたタンデム型が導入される（同じ面積で発電出力増）と想定

再エネ導入量最大値の根拠は、各業界団体の公表資料を引用している。
浮体式洋上風力の導入量が特徴的である。なお、風力発電の複数の専門家へのインタビュー調
査結果では、拠点整備等の政策支援強化で実現可能との意見を多く得た。
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出典: 海洋技術フォーラム提言 意欲的目標 をもとにIGES作成

出典 https://www.crowley.com/wind/salem

 産学官の専門家集団である海洋技術フォーラムは意欲的目標として、2035年20GW（発電開始）を提言。
 この意欲的目標は、「日本が洋上風力でアジアや世界をリードするために必要な目標」との位置付け。
 国内サプライチェーン形成、特に基地港湾と浮体製造・組立拠点の速やかな拡大がポイント。

浮体式洋上風力 2035年20GWに向けた国内サプライチェーン形成の規模感

住友商事ら、2030年
までに年100基生産
体制の構築へ

（日本経済新聞
2024/7/30）

米国・セーラム洋上風力ターミナル
• 旧石炭・石油火力発電所の再開発
• 2027年オープン予定
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https://blog.canpan.info/mt-forum/img/E6B5B7E6B48BE68A80E8A193E38395E382A9E383BCE383A9E383A0E6B5AEE4BD93E5BC8FE6B48BE4B88AE9A2A8E58A9BE695B0E580A4E79BAEE6A899EFBC88E8A9B3E7B4B0E78988EFBC89EFBC88Ver0420EFBC89E38080.pdf


これらの変化により、
高いエネルギー自給率は高まり、資金の流れは国外から国内へ
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1.5℃ロードマップ：
大幅排出削減と両立する豊かで持続可能な社会の構築に向けたマイルストンを提示

マイルストーン →

部門別CO2排出量の変化→

2929
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ウェブサイトで
1.5℃ロードマップを分かりやすく紹介（ビジネス向け1.5℃ロードマップ）

https://1p5roadmap.iges.jp



31



1.5℃ロードマップが示す「変化」と「好機」

32
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「生産性が変わる」事例
資源循環型プロセス: デジタル技術を用いた電炉による製鉄の拡大

• 電力の脱炭素化
• 電力コストの削減
• 夜間操業による従業員の負担
• スクラップ鉄の品質向上

✔電力脱炭素化と電力コストの削減
✔IoTを用いたスケジュール管理
✔夜勤縮小、日曜休みなどによる労働環境改善

✔ 作業効率化、人員不足対応
✔ 投入するスクラップ鉄の品質向上

予測技術を用いた
再エネ余剰電力の活用

AIを利用した
鉄スクラップ自動解析

現在の
先進的
取組み

電炉製鉄プロセスの
現状の課題

東京製鐵株式会社の取組み

34



電炉による
鉄鋼製品
シェア
拡大

脱炭素と
資源循環型の

鉄鋼産業

予測技術を用いた
再エネ余剰電力の活用

2040

投入するスクラップ
鉄の品質向上

電炉が鉄鋼部門の
脱炭素化の主軸に

エネルギー投入量と
資源投入量が少ない

製鉄プロセスに
現在の
先進的
取組み

電炉による
鉄鋼の

品質向上

2030

2035

35

「生産性が変わる」事例
資源循環型プロセス:
デジタル技術を用いた電炉による製鉄の拡大

リサイクルを前提とした商品・製品の開発といった他社との協力、
それを促進するためのルール作り



1.5℃ロードマップが示す「変化」と「好機」

36

電炉による製鉄の拡大の「好機」
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「エネルギーのつくりかたが変わる」事例
余剰電力フル活用から分散型エネルギービジネスの成長へ

アイ・グリッド・ソリューションズの
ビックデータとAIを用いた「余剰電力循環モデル」

デジタル化を通じて
小規模分散電源からの電力を

近隣のみんなで利用

小規模分散電源が
大きな発電所に

小規模分散電源からの
電力が地域全体に

建物太陽光発電
現状の課題

自家消費以外の発電量
が活用できていない

アグリ
ゲーション
ビジネス

進展

エネルギー
地産地消

ビジネスの
成長

現在の
先進的
取組み

配電網
ルールの

変化

2030

2035
2040

38



1.5℃ロードマップが示す「変化」と「好機」

39

余剰電力活用・エネルギー地産地消の「好機」



5つの変化を企業の好機にするために

②先進企業が損をせず、
社会での共創を

ひろげるために、
ルールメイキングが重要

③社会情勢・ニーズや
ルールの変化の中で

企業の中核的な能力を
強化し、

持続的成長へ

①各企業が長期的な戦略の下で、
製品・サービスの価値を高めていく

40



• 1.5℃を目指すなかで豊かで持続可能な社会を実現していける道筋はあり、
そこでは脱炭素は事業機会である

1.5℃ロードマップからの主要メッセージ

IGES 1.5℃ロードマップ：日本の排出削減目標の野心度引
き上げと 豊かな社会を両立するためのアクションプラン 41

• 5つの変化と20の好機：1.5℃への道筋のどこに好機があるかを
提示

• 各企業の強みを発揮するため、ルールメイキングを促すことも重要

• 詳細なテクニカルレポート：長期的事業戦略構築の参考資料になる
ことを期待

https://1p5roadmap.iges.jp • 先進的な取り組みを起点に、1.5℃目標達成しうる制度や
ルール、市場の構築を促し、
豊かで持続可能な社会の構築を実装する「輪」を
広げていきたい。

https://www.iges.or.jp/jp/pub/onepointfive-roadmap-jp/ja


42

本ロードマップの作成にあたり、貴重な知見・ご意見を提供くださった
JCLP会員企業の皆様に厚くお礼申し上げます。

ご清聴ありがとうございました
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お知らせ
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